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　調布九条の会「憲法ひろば」は４月２９日午後、あくろすホールで第１０１回例会を開催。緊迫する「戦争立法」の状況について憲法会議代表幹事の吉田健一弁護士（写真上）に語っていただきました。丸山重威世話人（写真左）の司会で４３人が参加。石山久男世話人のレポートです。　（編集部）





　吉田さんは、「いつでもどこでも切れ目ない戦争立法」の実態をあますところなく解明してくれた。


「戦争する国」体


制の総仕上げ！


　まず注目したいのは、戦争立法が単独で存在しているのではなく、とくに二〇一三年末から実行された数多くの施策で総合的に構築されてきた「戦争する国」体制の総仕上げだということである。すなわち国家安全保障会議（日本版ＮＳＣ）という戦争司令部の創設、国家安全保障戦略という戦争遂行計画の策定、五年間で二五兆円という中期防衛力整備計画による軍備の抜本的拡張整備、武器輸出の解禁（ＯＤＡ援助資金の軍事転用も可能にした）、それらの情報管理のための秘密保護法制定、軍事費五兆円の今年度予算、四月に訪米した安倍が国会審議もへずに約束してきた日米ガイドライン改定、戦争賛美の中学校教科書の導入などの上に、五月半ばに国会提出するという戦争法案が存在している。


戦争法案の特徴


　戦争法案の特徴として、吉田さんは次の点を指摘した。


　第一に、日本が攻撃を受けていなくても海外で戦争に参加できるようにすること。そのために従来の武力攻撃事態のほかに「存立危機事態」という概念を新設してそれへの対応を法律で定める。


第二に、従来の「周辺事態法」を「重要影響事態法」と改め、日本周辺でなくても地球上のどこへでも自衛隊を派兵できるようにする。


第三に、従来、個別の事態に応じて特別措置法で海外派兵を認めてきたのを改め、国際平和支援法を恒久法として新たに制定し、いつでもどこでも海外派兵できるようにする。しかも国連決議との関係もあいまい、有志連合の多国籍軍への支援も可能、後方地域の限定もはずす。ＰＫＯ活動への参加についても、活動範囲や武器使用を大幅に拡大する。


ねばり強い運動


にこそ展望が！


　さらにこれらについての安倍政権の説明のごまかしについても詳しく指摘された。


質疑応答では、こうした事態がどんどん進み、現行法も司法もマスコミも歯止めになっていない状況はどうすればいいのか、この事態をくいとめることはできるのかという危機感にあふれた発言が続いた。吉田さんは、海外派兵恒久法が以前から構想されながらこの二〇年間国会に提出することができなかったことなどを例にあげ、草の根の声こそむしろ決定的ではないか、ねばり強く地道に運動をあきらめずに続けることしかないということを強調された。


折りしも五月三日、横浜臨港パークで憲法集会が開かれ、三万人が集まった。これまで政権に妥協的ではないかとみられていた政党や関係者も含めて大結集したことは、私たちの地道な運動の結果の一つがそこにあらわれたのではないかとも感じられた。


　（石山　久男・記）
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